
財産の
種類 ９月末現在 ３月末現在

土地 100万8,630.25㎡ 100万6,502.24㎡
建物 48万535.94㎡ 48万7,546.14㎡
備品 2,425点 2,443点

☆備品は50万円以上のもの

❻
財
産
の
状
況

今年9月末現在 昨年9月末現在
一人当たり 96,385円 94,923円
一世帯当たり 156,254円 153,191円

☆各年９月３０日現在の特別区民税の課税総額、
１０月１日現在の人口、世帯数（外国人含む）を基に
算出した税負担額

❼
区
民
の
税
負
担

　

特
別
区
民
税
な
ど
の
収

入
時
期
と
経
費
の
支
出
時

期
と
の
ず
れ
な
ど
か
ら
、支

払
い
に
必
要
な
資
金
が
一
時

的
に
不
足
す
る
場
合
に
、金

融
機
関
な
ど
か
ら
借
り
入
れ

る
お
金
の
こ
と
で
す
。

　
平
成
30
年
度
上
半
期
に
は
、

あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

❺
一
時
借
入
金

❽
補
正
予
算

　
当
初
予
算
の
成
立
後
、社
会
経
済
状
況
の
変
化
な
ど
に
対
応
し
て
追
加

や
修
正
を
す
る
た
め
の
予
算
で
す
。平
成
30
年
度
予
算
に
対
し
て
は
、上

半
期
に
次
の
補
正
を
行
い
ま
し
た
。

４
月
～
９
月
末
の
執
行
状
況
等
は
、次
の
と
お
り
で
す
。 

☆
❸
❹
❻
の「
9
月
末
」「
3
月
末
」は
、い
ず
れ
も
平
成
30
年

　
区
は
、貸
借
対
照
表
な
ど

の
財
務
書
類
を
作
成
し
て

財
政
白
書
と
し
て
取
り
ま
と

め
、区
の
財
政
全
体
の
状
況

を
明
ら
か
に
し
て
い
ま
す
。

　

平
成
29
年
度
の
一
般
会

計
等（
一
般
会
計
と
用
地
特

別
会
計
を
合
算
し
た
も
の
）

の
財
務
書
類
の
一
部
を
抜

粋
し
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

1
貸
借
対
照
表
は
、会
計

年
度
末
時
点
で
の
資
産
保

有
残
高
と
、そ
の
資
産
を
取

得
す
る
財
源
調
達
状
況
を

対
照
表
示
し
た
財
務
書
類

で
、資
産
・
負
債
・
純
資
産

の
残
高
を
示
し
て
い
ま
す
。

2
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
は
、

一
会
計
期
間
に
お
け
る
資

産
形
成
を
伴
わ
な
い
経
常

的
な
行
政
活
動
に
伴
う
経

常
費
用
と
経
常
収
益
と
の

差
額（
純
経
常
行
政
コ
ス

ト
）を
表
す
財
務
書
類
で
、

税
収
等
で
賄
う
べ
き
行
政

コ
ス
ト
を
示
し
て
い
ま
す
。

☆
財
政
白
書
の
全
文
は
、区

ま
た
は
、区
民
活
動
セ
ン

タ
ー
、図
書
館
、区
役
所
４

階
区
政
資
料
セ
ン
タ
ー
に

あ
る「
中
野
区
の
財
政
白
書

（
平
成
29
年
度
決
算
の
状

況
）」や
そ
の
概
要
版
で
ご

覧
に
な
れ
ま
す

❶
各
会
計
予
算

　
の
執
行
状
況

会　計 予算現額 収入済額 収入率 支出済額 執行率
一般会計 1,461 億円 502 億円 34.4% 455 億円 31.2%
用地特別会計 9 億円 1 億円 10.0% 1 億円 10.0%
国民健康保険事業特別会計 345 億円 141 億円 41.0% 121 億円 35.1%
後期高齢者医療特別会計 69 億円 25 億円 36.5% 23 億円 32.6%
介護保険特別会計 226 億円 98 億円 43.5% 92 億円 40.9%

❷
一
般
会
計
予
算
の
執
行
状
況

●歳入
区　分 予算現額 収入済額 収入率

特別区税 331億円 128億円 38.8%
特別区交付金 365億円 150億円 41.2%

地方消費税交付金・
利子割交付金等 76億円 38億円 49.5%

負担金、使用料
及び手数料 36億円 17億円 46.7%

国・都支出金 378億円 120億円 31.9%
諸収入 15億円 6億円 38.0%
特別区債 33億円 0億円 0.0%
その他 227億円 43億円 18.9%
歳入合計 1,461億円 502億円 34.4%

●歳出（目的別）
区　分 予算現額 支出済額 執行率

議会費 9億円 4億円 48.6%
経営費 87億円 32億円 37.2%
都市政策推進費 40億円 4億円 10.1%
地域支えあい推進費 53億円 21億円 39.4%
区民サービス管理費 157億円 52億円 32.8%
子ども教育費 433億円 135億円 31.1%
健康福祉費 338億円 138億円 40.9%
環境費 52億円 23億円 43.8%
地域まちづくり推進費 31億円 6億円 18.6%
都市基盤費 97億円 24億円 24.7%
公債費 39億円 15億円 39.2%
その他 125億円 1億円 0.7%
歳出合計 1,461億円 455億円 31.2%

資産の部 負債の部
固定資産 5,052億円 固定負債 329億円
　有形固定資産 4,593億円 　地方債 158億円
　無形固定資産 14億円 　退職手当引当金 171億円
　投資その他の資産 445億円 流動負債 92億円
流動資産 406億円 　一年内償還予定地方債 44億円
　現金預金 71億円 　賞与等引当金 9億円
　基金 329億円 　預り金 40億円

　未収金ほか 6億円
純資産の部
純資産 5,038億円

資産合計 5,459億円 負債及び純資産合計 5,459億円

経常費用　① 1,016億円
　人件費 200億円
　物件費等 263億円
　その他の業務費用 7億円
　移転費用 545億円
経常収益　② 35億円
純経常行政コスト  Ａ＝①－② 981億円
臨時損失　③ 8億円
臨時利益　④ 0億円
純行政コスト　Ｂ＝Ａ＋③－④ 988億円

❸
特
別
区
債

区　分 目　　的 ９月末
現在高

３月末
現在高

総務債 庁舎の整備など 2億円 2億円
民生債 社会福祉施設の建設など 21億円 21億円
衛生債 ごみ処理施設の整備など 7億円 8億円
都市整備債
（土木債含む） 橋・公園の整備など 39億円 48億円

教育債 小・中学校の整備など 47億円 48億円

減税補てん債 住民税減税に伴う
減収分の補てん 17億円 20億円

その他 公共用地の先行取得など 53億円 54億円
合　計 184億円 202億円

❹
基
金

基金の名称 目　　的 ９月末
現在高

３月末
現在高

財政調整基金 年度間の財源の調整 329億円 289億円
減債基金 特別区債の償還財源確保 21億円 31億円
義務教育施設
整備基金

義務教育施設の整備･建
設 211億円 201億円

介護給付費準
備基金

介護保険給付費の財源
確保 27億円 24億円

まちづくり
基金

総合的なまちづくりに要
する財源確保 74億円 82億円

その他
（６基金）

社会福祉施設や道路・公
園整備の財源の確保など 82億円 76億円

合　計 744億円 704億円
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平
成
30
年
度  

財
政
の
状
況（
上
半
期
）

平
成
29
年
度
　

財
務
書
類
の
概
要

居宅サービス
125億5,900万円
65.0％

介護予防サービス
7億8,400万円

4.1％

施設サービス
48億4,500万円
25.1％

その他のサービス
（高額介護サービス費、
福祉用具購入費、
住宅改修費など）
11億4,000万円
5.9％ 平成29年度

介護給付費の使いみち

合 計
193億円

６月
（平成30年第２回区議会定例会）
【一般会計】
８，０８１万1千円の追加補正
　中野四季の森公園地下自転車駐
車場整備工事費の増額、「（仮称）
学校における働き方改革推進プラ
ン」策定経費、新体育館実施設計・
施行一体整備工事費の増額、平和
の森公園再整備工事費の減額
９月

（平成30年第３回区議会定例会）
【一般会計】
22億３，８２４万4千円の追加補正
　都市再生土地区画整理事業補助

（中野三丁目地区）の補助金の増
額、打越保育園民営化に係る新園
の開設時期変更に伴う運営委託料
の増額、財政調整基金への積み立
て

介護保険給付費は約１９３億円
　介護保険のサービスでは、利用者は
かかった費用の1割（ 一 定以上所得者は
2割）を負担しています。残りの9割（また
は8割）は、介護保険給付費（以下、介護
給付費）として、保険者である区が、サー
ビスを提供した事業者へ支払います。
　平成29年度の介護給付費は約１９３億
円。要支援状態の方の訪問介護、通所
介護が総合事業に移行したことなどによ
り、前年より約4億円減少しました。

　この介護給付費は、費用の22％が65
歳以上の方の納める介護保険料、28％
が40～64歳の方の納める介護保険料
から充当され、残りの50％は区や国・都
の支出する公費で賄われています。

高齢者の5人に1人は
支援・介護が必要
　今年3月末現在、区内の65歳以上の
高齢者（介護保険第1号被保険者）は、
６８，５８１人でした。そのうち、要介護また
は要支援と認定された方は１２，９４６人で、
およそ5人に1人の割合でした。
　また、40歳～64歳の方（同第2号被
保険者）で、初老期認知症など加齢が
原因とされる特定疾病により、支援・介
護が必要な状態にある方との合計は、
１３，１６２人（前年比91人減少）でした。
介護予防・日常生活支援総合事業(以
下、総合事業)の開始に伴い、要支援の
認定を受けずに介護予防サービスを利
用する方が増えました。

介護サービス利用者は
１１，１９９人
　要介護（要支援）に認定されると、その
度合いに応じて介護保険のサービスを
利用できます。サービスには、訪問介護
や通所介護など在宅で利用するものと、
特別養護老人ホームなどの施設に入所
して受けるものがあり、必要に応じて選
べます。
　今年3月の実績では、区内で１１，１９９
人がいずれかのサービスを利用していま
した。

介護保険料と準備基金
　65歳以上の方が納めた介護保険料は
約48億７，６００万円で、納入率は95.５％
でした。
　平成29年度は、介護保険料収入が
介護給付費に充当すべき額を上回っ
たため、介護給付費準備基金に約3
億９，０００万円を積み増しました。

より良い介護保険を目指して
　介護保険は、みなさんが住み慣れた地
域で暮らし続けるため、高齢者の介護を社
会全体で支える制度です。
　安定的な運営のために、ご理解とご協
力をお願いします。

☆金額は１００万円未満を四捨五入（介
護給付費の合計額のみ1億円未満）。
運営状況について詳しくは、区 か、
区民活動センター、図書館、地域包
括支援センター、すこやか福祉セン
ター、区役所4階区政資料センターに
ある冊子でご覧になれます

1
貸
借
対
照
表

2
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

平成29年度 中野区介護保険の運営状況の概要

平成30年（2018年）11月20日号7 6区の財政状況 区の財政状況


